様式３-１
会　社　概　要　書

	会社名（名称又は商号）
	

	代表者氏名
	

	本社所在地
	

	事業内容
	

	社員数
	　　　　　名

	資本金
	　　　　　千円

	直近の事業年度総売上高
	　　　　　千円

	実施要項　「３プロポーザルの参加資格｣　の条件の該当の有無
※「適・否」の欄のいずれかに「○」を記入すること。
	地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない。
	適 ・ 否

	
	会社更生法又は民事再生法に基づく手続開始の申立てをしていない。
	適 ・ 否

	
	令和 6 年度入札参加資格者名簿の業種名「都市計画及び地方計画」に登録されており、かつ地域区分が「県内」、「名古屋」又は「市内」である。
	適 ・ 否

	
	本市の指名停止措置を受けていない
	適 ・ 否

	
	一宮市が行う事務又は事業からの暴力団等の排除に関する合意書に基づく排除措置を受けていない。
	適 ・ 否

	
	国税、都道府県税、市税を滞納していない。
	適 ・ 否

	
	過去10年間において、次の各号の同種及び類似業務（元請に限る。）の実績を有する者であること。
ア 区画整理促進調査における説明会の開催、意識(意向)調査及び市街化区域編入を伴う組合設立等の準備を行う業務
イ 区画整理事業調査における区画整理設計かつ事業計画の作成を行う業務
ウ 組合施行（土地区画整理事業）における業務代行方式をはじめとする民間活力導入の可能性検討を行う業務
	適 ・ 否









（共同企業体の場合）
様式３-１
会　社　概　要　書
（代　表　者）
	会社名（名称又は商号）
	

	代表者氏名
	

	本社所在地
	

	契約先・代表者
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者
	

	事業内容
	

	社員数
	　　　　　名

	資本金
	　　　　　千円

	直近の事業年度総売上高
	　　　　　千円

	実施要項　「３プロポーザルの参加資格｣　の条件の該当の有無
※「適・否」の欄のいずれかに「○」を記入すること。
	地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない。
	適 ・ 否

	
	会社更生法又は民事再生法に基づく手続開始の申立てをしていない。
	適 ・ 否

	
	令和 6 年度入札参加資格者名簿の業種名「都市計画及び地方計画」に登録されており、かつ地域区分が「県内」、「名古屋」又は「市内」である。
	適 ・ 否

	
	本市の指名停止措置を受けていない
	適 ・ 否

	
	一宮市が行う事務又は事業からの暴力団等の排除に関する合意書に基づく排除措置を受けていない。
	適 ・ 否

	
	国税、都道府県税、市税を滞納していない。
	適 ・ 否

	
	過去10年間において、次の各号の同種及び類似業務（元請に限る。）の実績を有する者であること。
ア 区画整理促進調査における説明会の開催、意識(意向)調査及び市街化区域編入を伴う組合設立等の準備を行う業務
イ 区画整理事業調査における区画整理設計かつ事業計画の作成を行う業務
ウ 組合施行（土地区画整理事業）における業務代行方式をはじめとする民間活力導入の可能性検討を行う業務
	適 ・ 否


※共同企業体の合意書等（写し）を添付すること。



（共同体企業の場合）
様式３-２
会　社　概　要　書
（構　成　員）

	会社名（名称又は商号）
	

	代表者氏名
	

	本社所在地
	

	契約先・代表者
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者
	

	事業内容
	

	社員数
	　　　　　名

	資本金
	　　　　　千円

	直近の事業年度総売上高
	　　　　　千円

	実施要項　「３プロポーザルの参加資格｣　の条件の該当の有無
※「適・否」の欄のいずれかに「○」を記入すること。
	地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない。
	適 ・ 否

	
	会社更生法又は民事再生法に基づく手続開始の申立てをしていない。
	適 ・ 否

	
	令和 6 年度入札参加資格者名簿の業種名「都市計画及び地方計画」に登録されており、かつ地域区分が「県内」、「名古屋」又は「市内」である。
	適 ・ 否

	
	本市の指名停止措置を受けていない
	適 ・ 否

	
	一宮市が行う事務又は事業からの暴力団等の排除に関する合意書に基づく排除措置を受けていない。
	適 ・ 否

	
	国税、都道府県税、市税を滞納していない。
	適 ・ 否






様式３-３
会社の業務実績
会社名：
	発注者
	業務名
	年度
	同種
類似
	テクリス番号
	備考

	記載例：○○県
	〇〇業務
	
	同種　ア
	
	

	記載例：○○市
	△△業務
	
	類似　イ
	なし　添付１
	

	記載例：○○町
	××業務
	
	同種　ウ
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※「業務実績」の対象期間は、過去10年間（平成26年４月から令和6年３月までに完了（見込み含む）した業務）とし、最大5件まで記載すること。
[bookmark: _Hlk157698749]※記載する実績は、
ア 区画整理促進調査における説明会の開催、意識（意向）調査及び市街化区域編入を伴う組合設立等の準備を行う業務
イ 区画整理事業調査における区画整理設計かつ事業計画の作成を行う業務
ウ 組合施行(土地区画整理事業)における業務代行方式をはじめとする民間活力導入の可能性検討を行う業務
※テクリス登録がない場合は、契約書等で実績が分かる資料を添付すること。
[bookmark: _GoBack]※共同企業体の場合、代表者及び構成員の実績を構成員（代表者も含む）毎に作成し、提出すること。
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